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事 業 報 告 

2022年 4月 1日から 

2023年 3月 31日まで 

 

１．当社の現況に関する事項 

（１）事業の経過及び成果 

   ２０２２年度の日本経済は、新型コロナ感染症の流行に伴う行動制限の緩和に

より、個人消費が増加、設備投資も省力化投資等を中心に増加傾向で推移し景気

は穏やかに持ち直しました。ただ、コロナ禍前に比べると限定的で、また急激な

円安に伴う物価上昇もあり、コロナ禍前の水準への回復には至りませんでした。 

   このような経済状況の下、当社は、“放送を支えるインフラ企業としての当社

の使命と責任を着実に果たす”ことを目指し、具体的には、 

    １．事業リスクの早期把握とリスクマネジメント強化による安定経営の確立 

    ２．Ｂ－ＣＡＳ方式の信頼性維持とセキュリティ対策の推進 

    ３．安定したサービスを持続的に提供する基盤の強化 

 

  を経営の重要課題として取り組みました。 

   ２０２２年度のＢ－ＣＡＳカード発行枚数は、計画比１０３％、前年度比８

０％という実績で終了いたしました。 

   具体的には、２０２２年度のカード発行枚数は、３７３万１千枚で、うち三波

共用カード３２０万４千枚（前年度比７９％）、地上専用カード３６万８千枚

（前年度比９９％）、ＣＡＴＶ用カード１５万２千枚（前年度比５８％)、その他

カード７千枚（前年度比１８４％）となりました。 

この結果、当期の売上高は２５億４千９百万円（前年度比８９％）、営業費用

２１億６千８百万円（前年度比８８％）となり、営業利益は３億８千１百万円、

経常利益は３億８千１百万円、当期純利益は２億６千５百万円となりました。 
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   また、カード改ざん問題に対しては、引き続き国内外関係当局や関係各社と連

携し、厳正に対処してまいりました。 

 

（２) 投資及び資金調達の状況 

   当期は受発注管理システムへの投資を行いました。 

（３）対処すべき課題 

   ２０２３年度は新型コロナウイルス感染症の影響をはじめ喫緊の課題に対処し

ていくとともに、放送サービス高度化や新ＣＡＳ運用を支援し、引き続き「放送

を支えるインフラ企業としての当社の使命と責任」を着実に果たすことに最大限

注力してまいります。 

   具体的には、 

    １．安定経営とリスクマネジメントの強化 

    ２．Ｂ－ＣＡＳ方式の信頼性維持とセキュリティ対策の推進 

    ３．安定したサービスを持続的に提供する基盤の強化  

   以上のことを「対処すべき課題」として取組んでまいりますので、株主様にお

かれましては、より一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

 

（４）財産及び損益の状況の推移 

区 分 
第 21期 

2020年 3月期 

第 22期 

2021年 3月期 

第 23期 

2022年 3月期 

第 24期 

2023年 3月期 

売 上 高  （千円) 3,691,732 3,521,474 2,878,742 2,549,994 

経常損益   (千円) 497,733 448,156 410,400 381,107 

当期純損益（千円) 348,437 312,731 285,140 265,283 

１株当たり 

当期純損益 (円) 
13,235.98 11,879.62 10,831.53 10,077.24 

総 資 産   (千円) 4,160,924 4,406,527 4,548,670 4,788,921 

純 資 産   (千円) 3,461,992 3,774,723 4,059,863 4,325,146 

※ 事業報告書の記載金額は記載単位未満の端数を切り捨てて表示しています。   

第４期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」を適用しています。     
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第 24期の状況につきましては｢（１）事業の経過及び成果｣に記載のとおりで

す。 

 

（５）主要な事業内容 

  当社は、ＢＳデジタル放送、１１０度ＣＳデジタル放送の有料放送やＮＨＫの受

信確認のための自動表示メッセージ、更にＢＳ／地上デジタル放送番組の「コンテ

ンツの著作権保護」などに使用される「限定受信方式（Ｂ－ＣＡＳ方式）」の利用

許諾や「ＩＣカード（Ｂ－ＣＡＳカード）」の発行・管理を行うことを主な事業と

しています。   

 

（６）主要な事業所 

   本社 ： 東京都渋谷区渋谷一丁目１番８号 

 

（７）従業員の状況（２０２３年３月３１日現在） 

区 分 従業員数 平均年齢  

社 員 ３名 

６０．０歳 

 

出向社員 ３名  

嘱託社員 １０名  

合 計 １６名  

※ 従業員数（嘱託社員）には３月末日退職者１名を含めています。 

 

（８）株式会社の現況に関するその他の重要な事項 

   特記すべき重要な事項はありません。  
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２．株式に関する事項（２０２３年３月３１日現在）   

（１）発行可能な株式の総数    40,000株 

 

（２）発行済株式の総数      30,000株 

   （自己株式の数 3,675株） 

 

（３）株 主 数           12名 

 

（４）株 主  

株 主 名 持株数 持株比率 

日本放送協会 5,526株 20.99% 

株式会社ＷＯＷＯＷ  5,312株 20.18% 

東芝インフラシステムズ株式会社  3,675株 13.96% 

パナソニック ホールディングス

株式会社 
 3,675株 13.96% 

株式会社日立製作所  3,675株 13.96% 

株式会社スター・チャンネル  1,962株 7.45% 

株式会社ＢＳ日本 500株 1.90% 

株式会社ＢＳ－TBS    500株 1.90% 

株式会社ビーエスフジ 500株 1.90% 

株式会社ＢＳ朝日 500株 1.90% 

株式会社ＢＳテレビ東京 500株 1.90% 

   持株比率は、自己株式(3,675株)を控除した数を基準にして計算。 

 

(５）その他株式に関する重要な事項 

   特記すべき事項はありません。 
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３．会社役員に関する事項（２０２３年３月３１日現在） 

（１）取締役及び監査役の氏名等 

氏 名 会社における地位 担当及び重要な兼職状況 

近 藤   宏 取 締 役 社 長   当社代表取締役 

藤 森   祥 取 締 役 専 務   当社代表取締役 

高 橋 俊 也 取  締  役  当社取締役 

藤 田 昌 巳 ※ 取  締  役  日本放送協会 経営企画局 専任局長 

原   弘 樹 ※ 取  締  役 
東芝インフラシステムズ(株) 
カード・セキュリティシステム営業部 部長  

安 間 弥 人 ※  取  締  役 
 (株)日立製作所 社会ビジネスユニット 
社会システム事業部 交通情報システム本部 
担当本部長 

山 口 哲 史 ※ 取  締  役  (株)スター・チャンネル 代表取締役社長 

中 澤   健 ※ 取  締  役 (株)ＢＳ－ＴＢＳ 取締役 

新 海 信 夫 監  査  役  当社監査役 

尾 上 純 一 ※ 監  査  役  (株)ＷＯＷＯＷ 取締役 常務執行役員 

佐 藤 隆 広 ※ 監  査  役 
東芝インフラシステムズ(株) 
経理部 参事  

    ※は非常勤役員です。 

(注)１．監査役 新海信夫氏、尾上純一氏並びに佐藤隆広氏は「会社法第２条第 16

項」に定める社外監査役です。 

２．取締役の当期中における異動は次のとおりです。  

       退任取締役   那須野哲弥 ２０２２年６月３０日退任 

退任取締役   石橋則夫  ２０２２年６月３０日退任 

退任取締役   品本幸雄  ２０２２年６月３０日退任 

新任取締役   藤森祥   ２０２２年６月３０日就任 

新任取締役   原弘樹   ２０２２年６月３０日就任 

新任取締役   中澤健   ２０２２年６月３０日就任 

３. 監査役の当期中における異動は次のとおりです。 

       辞任監査役   土屋武   ２０２２年６月３０日辞任 

       新任監査役   佐藤隆広  ２０２２年６月３０日就任 
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（２）取締役及び監査役の報酬等の額 

                             （単位：千円） 

区  分 

取締役 監査役 計 摘要 

支給

人員 
支給額 

支給

人員 
支給額 

支給

人員 
支給額  

定款又は株主総会

決議に基づく報酬 
４名 38,840 1名 7,500 ５名 46,340  

(注)１．２００５年６月２３日の株主総会決議による報酬限度額は、 

           取締役 44,000千円（年額）、監査役 8,000千円（年額）です。 
     ２．期末日（2023年 3月 31日）現在の人員は、取締役 8名、監査役３名で

す。     
     ３．非常勤取締役および非常勤監査役は無報酬です。 

 

４．会計監査人に関する事項 

当社の会計監査人の名称 「ＥＹ新日本有限責任監査法人」 

 

５．業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項 

（１）会社の体制及び方針 

   当社の業務の適正を確保するための体制及び方針については、２０１５年度 

取締役会で決議した下記の項目で行なっております。 

①取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制 

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

③損失の危険の管理に関する規程 その他の体制 

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

⑤監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該 

使用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項 

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する 

事項 

⑦取締役及び使用人が監査役に報告するための体制 

⑧監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを 

受けないことを確保するための体制 

⑨監査役の職務の執行について生じる費用の前払又は償還の手続その他の当該 

職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

⑩その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

⑪その他株式会社の現況に関する重要な事項 
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（２）体制の運用状況の概要 

   上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下の通りです。 

   ・コンプライアンス推進委員会を開催し、コンプライアンスに関する取り組み

について協議・検討を致しました。 

   ・内部監査規程、内部監査計画に基づき内部監査を実施し、業務執行状況を 

点検致しました。 

   ・全従業者に対しコンプライアンス教育を実施し、コンプライアンス意識の 

徹底を図りました。 

   ・全従業者に対し個人情報保護教育を実施し、個人情報管理の重要性を再認識

するとともに、個人情報の漏えい防止に努めました。 

   ・「企業倫理ヘルプライン制度」を設置し、違法行為等の疑いに関し従業員等

が直接コンプライアンス担当窓口や社外弁護士に通報する体制を構築してい

ます。通報者は通報したことを理由として不利益な取扱いを受けない旨を会

社規則に定めています。 
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計 算 書 類  

 

貸  借  対  照  表 
（２０２３年３月３１日現在） 

 
 （単位：千円）  

資産の部 負債の部 

流動資産 4,629,522  流動負債 308,464  

現金及び預金 4,247,294  買掛金 134,712  

売掛金 248,422  未払金 103,151  

商品 5,220  未払法人税等 62,350  

仕掛品 23,563  未払費用 1,416  

貯蔵品 27,299  未払消費税等 3,529  

製品 70,976  その他 3,304  

未収入金 2,382     

前払費用 4,363     

   固定負債 155,310  

   預り保証金 146,000  

   退職給付引当金 9,310  

固定資産 159,399     

有形固定資産 37,344     

建物付属設備 11,290  負債合計 463,775  

工具器具備品 66,412     

減価償却累計額 △40,357     

無形固定資産 34,555     

電話加入権 450  純資産の部  

商標権 278  株主資本 4,325,146  

ソフトウエア 33,825  資本金 1,500,000  

   利益剰余金 3,139,186  

投資その他の資産 87,498   その他利益剰余金 3,139,186  

長期前払費用 52,888     繰越利益剰余金 3,139,186  

敷金保証金 17,966  自己株式 △314,039  

繰延税金資産 16,643     

   純資産合計 4,325,146  

      

資 産 合 計 4,788,921  負債及び純資産合計 4,788,921  

（注）記載金額は記載単位未満の端数を切り捨てて表示しております。  
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 損 益 計 算 書 

（２０２２年４月 1 日より ２０２３年３月３１日まで） 

                                            

  （単位：千円）  

科 目  金 額  

売上高   2,549,994  

売上原価   1,754,334  

売上総利益   795,659  

販売費及び一般管理費   414,563  

営業利益   381,096  

営業外収益     

受取利息  6   

雑収入  4 11  

経常利益   381,107  

税引前当期純利益   381,107  

法人税、住民税及び事業税  115,387   

法人税等調整額  436 115,824  

当期純利益   265,283  

（注）記載金額は記載単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

2022 年 4 月 1 日 より 

2023 年 3 月 31 日 まで 

 

(単位：千円) 

 株主資本  

資本金 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 純資産合計 その他利益剰余金 

利益剰余金合計 
繰越利益剰余金 

当期首残高 1,500,000 2,873,903 2,873,903 △314,039 4,059,863 4,059,863 

当期変動額       

当期純利益 － 265,283 265,283 － 265,283 265,283 

当期変動額合計 － 265,283 265,283 － 265,283 265,283 

当期末残高 1,500,000 3,139,186 3,139,186 △314,039 4,325,146 4,325,146 

（注）記載金額は記載単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）      

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法      

 商 品・・・総平均法 

   半製品・・・総平均法 

    仕掛品・・・総平均法 

    貯蔵品・・・総平均法 

    製 品・・・総平均法 

  なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定をしています。 

            

 （２）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産・・・定額法 

② 無形固定資産 

     ・自社利用目的のソフトウェア・・・社内における利用可能期間(５年)に
基づく定額法 

     ・その他・・・定額法 

 

（３）引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売掛債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。 

    ②退職給付引当金 

     従業員への退職金の支給に備えるため、退職金規程による自己都合退職金
期末要支給額を計上しております。 

 

 （４）収益の計上基準 

    「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号 2020年 3月 31日） 

    及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 

30号 2021年 3月 26日）を適用し、顧客との契約について 

下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。 

 

     ステップ 1：顧客との契約を識別する。 

     ステップ 2：契約における履行義務を識別する。 
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     ステップ 3：取引価格を算定する。 

     ステップ 4：取引価格を契約における各履行義務に配分する。 

     ステップ 5：履行義務を充足した時点で（または充足するに応じて）収益を 

認識する。 

 

    当社における主たる履行義務は、下記の通りです。 

 

    Ｂ-ＣＡＳ方式の運用・管理等 

    当社は、ＢＳデジタル放送、１１０度ＣＳデジタル放送の有料放送やＮＨＫ
の受信確認のための自動表示メッセージ、更にＢＳ/地上デジタル放送番組
の「コンテンツの著作権保護」などに使用される「限定受信方式(Ｂ－ＣＡ
Ｓ方式)」の利用許諾や「ＩＣカード(Ｂ－ＣＡＳカード)」の発行・管理を 

行うことを主な事業としています。 

    当該履行義務については、主にＩＣカード(Ｂ－ＣＡＳカード)の納品または 

役務の提供により当社履行義務が充足されることから、当該履行義務を充足 

した時点でそれぞれ収益を認識しております。 

 

 （５）消費税等の会計処理の方法・・・税抜方式 

 

 

(収益認識に関する注記) 

収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記 収益の計上基準」に同様に記載して 

いるため、注記を省略しています。 

 

（会計上の見積りに関する注記） 

 （１）棚卸資産 

    ①当事業年度の財務諸表に計上した金額 

    商品   5,220千円 

    仕掛品  23,563千円 

    貯蔵品 27,299千円 

    製品  70,976千円 
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    ②財務諸表利用者の理解に資するその他の情報 

    製品については、見込回収期間と将来の見込解約率に基づく償却率に 

   より償却しております。 事業環境の変化等により、見込回収期間及び 

    見込解約率の見直しの結果、償却率を増減させる場合には、事業年度あた 

    りの償却負担が増減する可能性があります。 

 

    その他の棚卸資産については取得原価で測定しておりますが、事業 

    年度末における正味実現可能価額が取得原価より下落している場合には、 

    当該正味実現可能価額で測定し、取得原価との差額を原則として売上原価 

    に認識しております。 また、営業循環過程から外れて滞留する棚卸資産 

    については、将来の需要や市場動向を反映して正味実現可能価額等を算定 

    しております。 市場環境が予測より悪化して正味実現可能価額が著しく 

    下落した場合には、損失が発生する可能性があります。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

 短期金銭債権        ３３，９０９千円 

 短期金銭債務    ６，４１９千円 

 

（損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引高 

売上高     ４２６，７６８千円 

販売費及び一般管理費    ２５，８０４千円 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

（１）当事業年度の末日における発行済株式の数 

  普通株式 ・・・ ３０，０００株 

（２）当事業年度の末日における自己株式の数 

      普通株式 ・・・  ３，６７５株 

（３）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

      該当事項はありません。 

（４）当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

  該当事項はありません。 
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（金融商品に関する注記) 

（１）金融商品の状況に関する事項 

・当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関と
取引しております。 

    ・営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。 

    ・営業債務である買掛金は、1年以内の支払期日です。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

２０２３年３月３１日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価およ 

びこれらの差額につきましては、次のとおりであります。 

 

区  分 貸借対照表計上額(*1) 時価(*1) 差額 

(1) 現金及び預金 4,247,294千円  4,247,294千円  -  

(2) 売掛金 248,422千円  248,422千円      - 

(3) 買掛金 （134,712千円） （134,712千円） -  

(4) 未払金 （103,151千円） （103,151千円） -  
 

(*1)負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

 

（注）金融商品の時価算定方法に関する事項 

（１）現金及び預金、並びに（２）売掛金 

   これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当
該帳簿価額によっております。 

（３）買掛金、並びに（４）未払金 

   これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当
該帳簿価額によっております。 
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（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 

 （繰延税金資産） 

未払事業税                            4,216 千円 

棚卸資産                          16,527 千円 

退職給付引当金                2,850 千円 

その他                    4,549 千円 

繰延税金資産 小計               28,144 千円 

評価性引当額                      △ 11,500 千円 

繰延税金資産  合計                    16,643 千円 

  

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

(１） 法人主要株主等       （単位：千円） 

属 性 会社等の名称 

議決権等の 

所有(被所有) 

割合 

関連 

当事者 

との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

主要株主 

(法人) 

東芝インフラシ

ステムズ㈱ 

被所有 

 直接 13.96％ 
製造委託  資材の仕入  531,554  買掛金  58,159  

㈱日立製作所 
被所有 

 直接 13.96％ 
業務運営 業務委託 422,104 未払金 39,212 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 (注 1) 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定してお
ります。 

    また、製造委託は見積入札結果に基づいた発注を実施しております。 

 (注 2) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含め
ております。 
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（２）法人主要株主等の子会社等          （単位：千円） 

属 性 
会社等の名

称 

議決権等の

所有(被所

有) 割合 

関連当

事者と

の関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

主要株主(会

社等)が議決

権の過半数

を所有して

いる会社 

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸｺﾈｸﾄ

㈱  (ﾊﾟﾅｿﾆｯ

ｸ㈱の子会

社） 

なし 

製造委

託 

  

資材の仕入 532,174 買掛金 58,280 

取引条件及び取引条件の決定方法等 

(注 1) 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定してお
ります。 

     また、製造委託は見積入札結果に基づいた発注を実施しております。 

 (注 2) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含め
ております。 

  

 

（１株当たり情報に関する注記）       

（１）１株当たり純資産額 ・・・  １６４，２９８円 ７銭  

（２）１株当たり当期純利益・・・  １０，０７７円２４銭 

 

（重要な後発事象に関する注記）       

該当事項はありません。       
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